
 

肥料価格高騰緊急支援事業費補助金交付要綱  
  

             制  定：令和４年 10月 17 日付け４生流第 275020 号 

 

  

（趣旨）  
第１ この要綱は、肥料価格高騰緊急支援事業実施要領（令和４年 10 月 17 日付け４生流第 275038 号、

以下「実施要領」という。）に基づいて行う事業に要する経費に対し、予算の範囲内において、県が

香川県農業再生協議会（以下「県協議会」という。）に交付する補助金に関し、香川県補助金等交付

規則（平成１５年香川県規則第２８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。  
  

（補助率） 

第２ 第１に規定する事業に要する経費及びこれに対する補助率は、別表に掲げるとおりとする。 

  

（補助金の交付申請）  
第３ 県協議会の長（以下「県協議会長」という。）は、補助金交付申請書（様式第１号）に知事が必要

と認める書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定）  
第４ 知事は、第３の規定により提出された補助金交付申請書を受理したときは、当該申請に係る書類の

審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その適否を審査し、補助金を交付すべきと認めたと

きは交付を決定し、その内容を県協議会長に通知するものとする。 

 ２ 知事は、前項の規定により補助金の交付決定をする場合において、補助金交付の目的を達成するた

め必要があるときは、規則第６条に基づき条件を附するものとする。 

 

（補助事業の変更） 

第５  県協議会長は、事業の内容について別表に掲げる重要な変更をしようとするときは、あらかじめ事

業変更承認申請書（様式第３号）に関係書類を添えて知事に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

２  知事は、前項の補助事業変更承認申請書を受理したときは、これを審査し又は必要に応じて現地調査

等を行い、必要に応じて交付決定の内容を変更し、又は条件を付して、その旨を補助事業者に通知

するものとする。 

 

（補助事業の遅延等） 

第６  県協議会長は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場

合においては、速やかにその理由及び補助事業の遂行状況を記載した書類を知事に提出して、その

指示を受けなければならない。 

 

（補助事業実績報告） 

第７  県協議会長は、補助事業を完了したときは、補助事業完了の日から起算して 30 日を経過した日又

は補助金の交付の決定のあった年度の３月３１日のいずれか早い日までに、補助事業実績報告書

（様式第４号）に関係書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

 

 



 

（補助金の額の確定） 

第８  知事は、補助事業実績報告書を受理したときは、当該書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等

により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに附した条件に適合す

るものであるかどうかを審査し、適合すると認めた時は、交付すべき補助金の額を確定し、県協議

会長に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第９ 補助金の交付は精算払いとする。ただし、すでに着手した事業で必要と認めるものについて、補助

金の概算払をすることができる。 

２  精算払によって補助金の交付を受けようとする県協議会長は、補助金の額の確定通知を受理した後

に、請求書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 

３  概算払によって補助金の交付を受けようとする県協議会長は、概算払請求書（様式第６号）に知事が

必要と認める書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の返還等） 

第 10 知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部

を取り消し、又は変更することができる。 

（１）県協議会長がこの要綱に違反し、又は補助事業に関し不正の行為を行ったとき。 

（２）県協議会長が虚偽又は不正の申請により、補助金の交付を受けたとき。 

（３）県協議会長が補助金の交付の条件に違反したとき。 

（４）補助事業の実施が著しく不適当と認められたとき。 

２  前項の補助金交付の決定を取り消し、又は変更した場合において、すでに補助金が交付されていると

きは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。 

 

（関係書類の保管） 

第 11 補助事業に係る帳簿及び関係書類は、国要領第 15 の規定に準じて、当該年度終了の翌年度から起

算して、５年間整備保管しなければならない。 

     

（その他） 

第 12 この要綱に規定するもののほか必要な事項については、別に定める。 

 

附則 

  この要綱は、令和４年 10 月 17 日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別表 

区 分  経 費  補助率  
重要な変更  

肥料価格高騰対策事業  
１肥料価格高騰対策事業  
 

 

 

 

２肥料価格高騰対策推進事業  

 

実施要領別記１

に基づき行う事

業にかかる経費  
 

定額  １ 取組実施者の変更 

２ 補助事業の中止又は廃止 

３ 県協議会における当該補助

金の増又は 30％を超える減 

４ 取組実施者ごとの当該補助

金の増又は 30％を超える減 

 

実施要領別記２

に基づき行う事

務に要する経費  

定額  

  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    


